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【韓国労働ニュース】	

２０１７年１１月後半号（１６日～３０日）	

16日	 	 民主労総役員直選制、『社会的対話』の議題に火が点く	

＊記号 1番キム・ミョンファン候補組が新しい社会的対話機構構成のための『新 8者会議』

を提案した。選挙の中で社会的対話に火が点くのか、関心が集まっている。	

ILO 「ハン・サンギュン民主労総委員長を釈放せよ」の勧告	

＊国際労働機構 331次理事会が、結社の自由委員会からの報告書を採択した。	

韓国労総− 共に民主党、政策協議体を構成する	

労使政、激しい論議の末『対話』の通路を開けた･･･民主労総は不参加	

＊第 8回アジア未来フォーラムで労使政 6者が『社会的対話の早急な復元』に合意した。

社会的対話復元の呼び水になると見られる。宣言は、韓国労総、大韓商議所、韓国経総、

労使政委、雇用委員会、雇用労働部の名義で採択された。	

共に民主党『すべての特殊雇用職の団結権を優先保障』	

＊共に民主党が「汎用的な団結権を許容しなければ ILO の核心協約を批准できない」と

して、定期国会で労組法改正議論をする。	

韓国労総、教育部に「青少年の労働教育の活性化」を提案	

＊韓国労総委員長が「青少年が労働の価値と尊厳性を正しく認識するためには、労働人権

教育が教科書になければならない」と提案した。副総理兼教育部長官は「部署改編時に

民主市民教育を独立させ、平和教育と労働人権教育をする」と答えた。	

看護師が病院内の１０大『甲質』根絶に『汎国民的活動』を	

＊聖心病院の『扇情的なダンス強要事件』が波紋を起こしている中、保健医療労組は「賃

金、労働、セクハラなど、病院内の 10大甲質を国民に知らせて清算するための、汎国

民的な運動を展開する」とした。	

浦項地震の余波、新古里原発５・６号機『白紙化』の声高まる	

17日	 	 労働界の単一労働憲法案、来年２月までに作ろう	

＊国会・改憲特別委の諮問委員会が最終諮問案を出す。憲法に労働尊重価値を反映するた

めの足取りも速くなっている。勤労または勤労者という用語を労働・労働者に変えるの

には異論がない。労働三権行使の目的を『経済的・社会的地位向上』や『経済的・職業

的利益に関する主張貫徹』に拡大しようという意見が出た。社会的な問題や使用者の経

営権に該当する事案もストの対象になるようにしようという意味。	

２０年越えた『老朽』タワークレーンを建設現場から追放	

＊政府は国政懸案点検調停会議で、タワークレーンの重大災害予防対策を議論・確定した。

タワークレーンの登録から解体に至るまでの全過程を管理し、20 年以上の老朽タワー

クレーンは使用が禁止される。	

LH、期間制労働者１２６１人を正規職転換	

＊LH(韓国土地住宅公社)が「期間制のうち 91%の 1261人を 12月中に正規職に転換する」

とした。LHは 5月に『期間制勤労者正規職転換専門担当チーム』を設置して実態点検

を行った後、正規職転換審議委員会を発足した。転換方案が確定するまでには所属 3
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労組と労使協議を行った。	

地震待避中に「残って父兄の電話を受けろ」と指示された学校非正規職	

＊Aさんが受けた業務指示だ。Aさんは「非正規職の私が、一人で事務室に残って嘆願の

処理をしなければならない程重要な立場にあるとは知らなかった」と当惑を吐露した。	

浦項地震で被災者１７３５人・人命被害７５人･･･落石で７０代が意識不明	

18日	 	 民衆総決起本部「ロウソクの命令だ！積弊清算実現しよう」	

＊民衆総決起闘争本部、416連帯などは『積弊清算社会大改革反戦平和実現ロウソク憲法

争奪汎国民大会』を開催し、「ロウソク抗争は未だ終わっていない」。「国らしい国を

作るまで、私たちはロウソクの民意貫徹のために闘う」とした。	

国会へ向かう世越号・加湿器惨事遺族と市民、「社会的惨事特別法」制定せよ	

全国から上京した１万農民「農業の価値を反映して憲法改正せよ」	

19日	 	 民主労総の選挙戦本格化･･･『社会的対話』が争点に浮上	

＊第 9期役員選挙には 4組が出馬したが、各候補組は社会的対話の必要性や対話方式、労

使政委員会への参加などで明確な見解の差を見せている。	

20日	 	 政策連帯協約の履行で労働尊重社会を実現せよ	

＊韓国労総が全国労働者大会を開催し、1万人の労働者が参加した。キム・ジュヨン委員

長は社会的対話の復元を強調した。	

柳成企業で再びスト、労働者相手に損賠訴訟	

＊労組破壊事業場で悪名を駆せた柳成企業が、組合員 36人に 4642万ウォンの損害賠償を

請求する訴状を提出した。	

LGUプラス、間接雇用労働者２００人を街頭に追い出すか	

＊LGU+が、超高速インターネットなどを設置・修理する労働者との契約を集団解約し、

勤務地再配置を進めて、労働界の反撥を買っている。	

釜山の２２団体「KTX解雇乗務員問題を解決せよ」	

＊原職服職を要求する KTX 整理解雇乗務員の闘いが 11 年続いている中で、釜山地域の

宗教・労働・市民社会団体が対策委を構成して活動に乗り出した。	

百貨店労働者の９０％「義務休業導入・営業時間規制は切実」	

「半導体の労災認めよ」パノリムが１０年目の『街頭での叫び』	

＊「私たちは未だ街頭にいる。サムソンは職業病問題を解決せよ！」パノリムなど労働界、

市民社会団体、人権団体の活動家は、サムソンに対話と問題解決に積極的に取り組むこ

とを要求した。20日はパノリムの設立から丁度 10年。籠城を始めて 776日目だった。	

「熱情ペイ」どころか「生命ペイ」１９歳の現場実習生が死亡･･･高校生が追悼	

21日	 	 新入社員も来年５月から年次休暇を最大１１日使える	

＊政府は閣僚会議で勤労基準法改正案を審議・議決した。勤続期間が 1年未満の労働者も

最大 11日の年次休暇を使うことができ、育児休職期間も出勤したと見て、育児休職以

後に復職した労働者も同じように年休を使えるようになった。	

韓国労総「週５２時間制全面施行」、環境労働委に意見書伝達	

＊韓国労総は「係留中の労働立法懸案に労総の立場が十分に反映され、通過できるように
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努力して欲しい」と伝えた。労働立法懸案は△実労働時間の短縮と労働時間の正常化、

△定期賞与金など定期的給与を通常賃金に含める、△経営上の理由による解雇制限、△

労組する権利の完全な保障、△常時・持続的業務の正規職・直接雇用原則と差別解消。	

「かび臭い警備員の休憩室を変えて」現場労働庁に届いた切迫した呼び掛け	

＊キム・ヨンジュ雇用労働部長官が『現場労働庁の結果報告大会』で、「国民の声を労働

行政に反映するように引き続き努力する」と話した。	

特殊雇用労働者の「労働権保障」、国会前で野宿座り込みに	

『非正規職の雇用安定』が有料放送会社の再許可に有利になる	

＊政府がケーブル放送業界に横行する間接雇用問題を解決するために、再許可審査基準を

変更した。会社が非正規労働者の雇用安定のためにどれ位努力したかを、再許可審査の

時に反映する。	

直接雇用規模、全非正規職の僅か９％	

＊仁川国際空港公社の労・使・専門家協議会が正規職転換基準と方法を示した研究委託の

中間報告書が発表された。転換規模と基準を巡る論争が激化するものと見られる。	

大法院「既存の単一労組を差し置いて新しい労組と団体交渉、問題ない」	

＊会社が新しい労組を交渉代表として適法に認めて団体交渉を行えば、本来あった労組と

の団交要求に応じなくても良いという大法院判決が出た。複数労組がある会社の場合、

既に交渉窓口であった労組(交渉代表労組)の代表性が 2年間保障されるが、単一労組で

あった場合はこれに該当しない、という趣旨の判断。これは単一・複数労組の区分なく

既存労組の地位を最短 2年間保障すべしという労働界の主張と相反する。	

サード基地工事用の装備搬入で警察・住民が対立･･･警察・住民が衝突	

22日	 	 労働部の現場労働庁、使用者の違法行為にブレーキを掛けた	

＊未払い賃金の立て替え払いを労働者が受け取るのは簡単ではない。これからは法院の確

定判決がなくても受け取れるようになる。雇用労働部が 9月に全国の主要 10都市で現

場労働庁を運営し、その間に市民から受けた提案を政策に反映した。	

市民・社会団体「全教組の法外労組通知を撤回せよ」	

＊市民社会連帯会議は「全教組の法外労組撤回なしでは教育積弊清算はない」とした。24

日に集団年休を取ると予告した全教組は、浦項地震で大学修学能力試験が 1週間延期さ

れると、闘争日程を順延した。労組指導部の集団断食も 16日に中断した状態だ。	

大企業、事業場の間接雇用業務まで雇用形態を公示することに	

＊雇用労働部が雇用政策基本法の施行規則を改正した。来年から 3千人以上の企業は事業

場単位で、派遣・下請け・委託といった所属外(間接雇用)労働者も公示し、間接雇用労

働者の業務内容も明らかにしなければならない。非正規職の使用を抑制するため。	

ソウル高法「個人事業主であっても、学院の業務指示を受ける講師は労働者」	

『公共部門非正規職ゼロ』、正規職− 非正規職が力を合わせる	

＊全国鉄道労組、韓国発電産業労組、韓国ガス公社支部、ソウル大病院分会などの正規職

労組と、仁川空港支部、ガス公社非正規職支部などが、「非正規職の正規職転換は時代

的要求で、非正規労働者が労組に団結し、正規職労働者が連帯すれば成功できる」とし

て『民主労組の社会的連帯』を求めた。不必要な内部葛藤の原因には政府が予算・定員
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支援など細かい政策を準備しないためだという指摘も出た。	

正規職転換の『希望拷問』で非正規職が死亡	

＊ソウル交通公社業務職協議体は「遺族たちから、故人が非正規職という身分について心

配と悩みが多かったという話を聞いた」。「正規職転換をキチンと終えることが故人の

意向を生かす道」とした。	

『最低賃金違反・誤魔化し』社長に出会ったら申告してください	

＊「使用主が最低賃金に違反した時は、全国どこからでも 1577-2260 に申告してくださ

い」。最低賃金引き上げを無力化するための各種違法、便法が猛威を振るう中、申告セ

ンターが設置される。	

SBS、放送会社で初めての社長任命同意制を実施	

＊SBSと言論労組 SBS本部は、社長と部門別幹部の任命同意制の施行に合意した。	

『不当労働行為』で MBC社長室・経営室などを押収捜索	

『ベトナム戦での民間人虐殺』真相究明ための市民法廷が開かれる	

＊民主弁護士会などが、ベトナム戦争時期の韓国軍による民間人虐殺の真相を糾明し、韓

国政府に責任を問うための市民平和法廷を開催する。	

23日	 	 国民１０人中７人が「積弊清算」を支持	

＊参与連帯と世論調査専門機関がロウソク革命 1周年を記念して世論調査をした結果、国

民の 7割は文在寅政府がロウソク革命の精神を継承しており、政府が推進する積弊清算

は政治報復ではなく、当然の処罰だと感じていることが明らかになった。回答者の

71.1%は「根本的な社会改革が後に続かなければならない」と答えた。 	

７大不正に該当すれば高位公職者の任用から排除される	

＊今後、兵役忌避・不動産投機・脱税・偽装転入・論文盗作の 5大不正と、飲酒運転・性

犯罪を犯した場合も高位公職者の任用から排除される。大統領府は「国民の目の高さを

反映し、合理的基準を作った」とした。	

雇用労働部長官「週６８時間労働を許容した行政解釈、謝罪いたします」	

＊キム・ヨンジュ長官が、長時間労働の原因と指摘されてきた、勤労基準法に規定された

休日勤労は延長勤労に含まれないと解釈してきたことについて、『間違った』勤労基準

法の行政解釈だったとして謝った。政府次元の謝罪が出てきたのは今回が初めて。	

配達員の超過勤務手当て１２億ウォンが未支給	

＊郵政事業本部が正規職配達人 1万 3604人を対象に超過勤務実績全数調査を実施した結

果、12億ウォンの超過勤務手当てを支給していないことが確認された。	

李龍得議員、労働認知予決算制導入法案を発議	

＊政府が予・決算をする時、国民の労働基本権と労使関係、雇用に及ぼす影響を分析する

労働認知予算制度導入のための国家財政法と国家会計法改正案が発議された。政府の事

業と予算が△国民の労働基本権、△国家次元の労使関係、△雇用創出の量・質(に与え

る影響)を分析した後、これを基に予・決算書を作成して執行・編成すること。	

世越号遺族「遺骨隠蔽？	 想像もできない、海水部は人的な清算を」	

24日	 	 ３０年振りの改憲、憲法に労働者の休息権を入れよう	

＊国会の憲法改正特別委員会が再稼働され、仕事をする権利を越えて、労働者の休息権を
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入れようという要求が目を引いている。	

二大労総「休日・時間外の重複割り増しを不可とする合意案は改悪」	

＊環境労働委員会の与野 3 党幹事が△1 週間 7 日を基準として週の最長労働時間を 52 時

間とし、休日労働を延長労働に含むものの、△休日・延長労働手当ての割り増しはせず、

△改正法律施行時期を 300 人以上事業場は 2018 年 7 月、50 人以上事業場は 2020 年 1

月、5 人以上事業場は 2021 年 7 月からとすることに合意した。二大労総と与党の一部

議員まで、違法行為に免罪符を与える「事実上の改悪」として反撥した	

大学修学能力試験当日『入試競争教育廃止』の声	

＊父兄・教職員団体など、新しい教育体制樹立のための社会的教育委員会が入試競争教育

の廃止を主張した。「入試競争は学生たちの知的成長と発達の助けにならず、苦痛と社

会的不平等を再生産している」と批判した。	

経総副会長「賃金・金品の一切を最低賃金に含まねば」	

＊キム・ヨンベ経済人総連副会長が、労働者が受け取る定期賞与金・宿泊費などの金品一

切を最低賃金の算入範囲に含ませなければならないと発言し、労働界が反撥している。	

ソウル交通公社３労組「正規職転換白紙化の危機、ソウル市が責任を負え」	

＊ソウル交通公社が無期契約職の正規職転換時期を、来年 1月 1日に一括転換から、3年

間で順次転換に立場を変えた。	

勤務態度監督 CCTVは人権侵害･･･人権委が警察庁長官に勧告	

＊警察官の勤務態度を監察する目的で派出所の CCTV 映像を使った場合は、人権侵害だ

という国家人権委員会の判断が出た。人権委は警察庁長官に CCTV 情報が最小限の範

囲で利用されているか、実態を点検するように勧告した。	

25日	 	 日本政府、『慰安婦被害者起立の日』の指定に「韓日関係に冷水を浴びせる」	

27日	 	 ロウソク革命を完遂し、組合員による民主労総を作る	

＊民主労総中央選管が『2017 年民主労総選挙候補者報道機関合同討論会』を開催した。

主催者側が各候補に三つの共通の質問をした後、答弁を聞き、候補が相手候補に立場表

明を求める討論形式で行われた。骨組みは似ていたが肌合いは違った。特に文在寅政府

との交渉・対話方式で候補別の違いが目立った。	

世越号惨事の２期特別調査委が構成された	

＊国会先進化法で迅速処理案件 1号に指定された「社会的惨事真相究明および安全社会建

設などのための特別法」が国会を通過した。加湿器殺菌剤死亡事故と世越号惨事真相究

明調査のために特別調査委員会を構成する。特別調査委は△特別検事の捜査要請、△資

料・物件の提出命令、△聴聞会、△同行命令、△告発、△捜査要請、△監査院の監査要

求ができる。	

全教組、延期した教師の年次休暇闘争･･･「来月１５日に」	

＊全教組は「『法外労組撤回』と『教員評価・成果給廃止』の総力闘争を行う」とした。	

労働時間短縮の環境労働委・幹事団の合意に、労働界は反発・与党は内部葛藤	

金属労組「金貸すから労働者の命を出せと言うこと」	

＊STX造船海洋の債権団が、前受金払い戻し保証(RG)の前提条件として、固定費 30%縮

小を要求し、会社が大規模希望退職を始めた。	
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時間選択制・任期制の公務員たちが労組で一つになった	

＊時間選択制任期制公務員が「常時・持続業務の雇用安定を保障せよ」と主張して、全国

非正規職公務員労組を結成した。	

宅配労組「労組結成申告畢証を勝ち取った今が、組織拡大の好機」	

乙支大病院、４７日振りにスト終了	

＊保健医療労組は賃金引き上げと賃金格差解消、非正規職の正規職化、組織文化改善、な

どに暫定合意した。27日から業務を正常化する。	

半導体白血病の論議１０年･･･終わりのない『１級発ガン物質』感光液の流出	

＊SKハイニックス半導体の資材倉庫で化学物質漏出事故がおきた。当時現場にいた下請

け労働者が感光液に曝露した。ハイニックス側は「健康に異常はなかった」と説明した

が、結果的に人体にどれくらい有害かは政府でさえ分からない。	

サムソスン電子社屋前の座り込み７８３日･･･「被害者にキチンと補償を」	

28日	 	 国会の勤労基準法『改悪』の試みに「人らしく生きよう」と反撥する労働者	

＊民主労総は勤労基準法改悪阻止の緊急決起大会を行い、「勤労基準法改悪案を強行すれ

ば、全面的な闘争を始める」と警告した。	

麻浦大橋占拠デモ行った建設労組「建設勤労者法を改正せよ」	

＊2 万人の建設労働者は国会環境労働委員会で建設勤労者法の審査が延期されたことに

抗議し、自由韓国党舎と麻浦大橋で行進を行った。	

汝矣島の広告塔で高空籠城した建設労働者、１８日目で地上に	

＊国会・雇用労働法案審査小委の幹事と「早期に建設勤労者法を通過させるという約束が

された」とした。 	

ソウル市、来年初めに『二次人権政策基本計画』を発表	

＊ソウル市は人権基本条例により 5年毎に人権政策基本計画を樹立する。「二次基本計画

は、すべての市民が生活の中で人権が実現される幸せな都市共同体を作ることを目標に

決めた」とし、「市民生活で人権拡大、人権親和的な都市空間造成、違いを尊重する人

権文化拡大、人権制度・協力政治の強化を政策目標にする」と紹介した。	

約束不履行でも足らず籠城場まで強制撤去	

＊鍾路区庁の警備員と警察が、ハイディス解雇者の野宿座込み場を解体し、物品を奪って

いった。文在寅大統領は新しい政治民主連合代表の時期に、問題を解決するために努力

すると約束していた。	

最低賃金上がってもイーマート労働者の月給はそのまま	

＊イーマート労使が成果給の支給方法で揉めている。成果給を毎月支給する手当に変えれ

ば、最低賃金引き上げ分を反映する必要がないため。	

学生たちに現場実習を選択する権利を保障せよ	

＊特性化高校生権利連合会が『現場実習 5 大争点と代案』討論を行った。19 日に済州市

のある工場で現場実習中だったイ・ミンホ(19)さんが亡くなる事故が発生したため。教

育・労働団体と市民社会団体などが現場実習問題の解決を要求する中で、当事者が立ち

上がって解決策を提案したことは意味が大きい。	

『世越号の隠蔽遺骨』はイ・ヨンスクさん･･･隠蔽責任者は職務解任	
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29日	 	 市民・社会団体「鉄道を統合して民営化論議に終止符を打とう」	

＊経実連・参与連帯など全国 213の市民・社会団体が参加している「鉄道公共性市民の会」

が政府に「文在寅大統領が大統領選候補の時に約束した鉄道産業構造の全面改編を、先

送りせずに早く解決しなければならない」とし、韓国鉄道公社と鉄道施設公団、水西高

速鉄道(SR)の統合を要求した。鉄道民営化と外注化といった政府の誤った政策推進の

過程で解雇された鉄道労働者の復職も要求した。	

『地獄鉄』９号線が３０日からストする理由	

＊ソウル 9 号線運営労働組合はソウル 9 号線の運営株式会社の労働者が結成した組合。

「(ソウル地下鉄) 1～8号線は職員 1人当り輸送人材が 16万人なのに 9号線は 26万人

で、殺人的な労働強度と人員不足が 9号線を『地獄鉄』にしている」とした。	

特殊雇用職の宅配労働者、『休暇・超過勤務手当て』の道が拓ける	

＊国土交通部が『宅配サービス発展方案』を出した。政府が特殊雇用職の宅配労働者が休

暇を取り、超過勤務手当てを受け取れる内容の標準契約書を準備する。	

中労委「コレイルのスト参加者懲戒は不当労働行為」	

＊昨年 74日間の鉄道労組ストを理由に、韓国鉄道公社が労組幹部 255人を重懲戒したの

は、不当懲戒・不当労働行為に該当するという判定が出た。労組は前コレイル社長を労

組法違反の疑惑で雇用労働部に告訴する計画。	

30日	 	 労働部「順調に進行」vs労働界「機関の誤魔化しが幅を利かす」	

＊労働部は「正規職転換審議委員会が 89%の機関で構成され」、「全般的に順調に進行

している」とした。労働界は現場でキチンと作動していないとし、「(正規職に転換さ

れても)現場では差別が解消される効果は感知されない」と指摘した。	

民主労総の組合員８０万人、役員選出投票に･･･１２月６日まで９０００カ所で	

＊2014年に続き組合員が直接投票に参加する二回目の直選制選挙で、3年前に 67万人だ

った選挙人は、今回は 80万人に増えた。	

青少年労働権利保障ために労働法制を改善しなければ	

＊国家人権委員会が児童人権報告大会を開催した。「家計が苦しくなって青少年が労働を

始める年齢が下がっている」。「我が国で働く青少年はすべての労働関連法が適用され

るが、事実上労働権を享有できていない」と指摘した。	

「私たちは運が良くて生き残った」特性化高校卒業生の鬱憤	

＊今年だけで現場実習生二人が亡くなった。『悲劇を終わらせなければならない』という

世論が大きくなり、教育部は『現場実習環境構築と学生人権保護・強化方案』を案件に

議論することにした。	

釜山高法「休日勤労には重複割り増しをしなければ」	

＊釜山高法が無期契約職労働者が蔚山市を相手にした賃金請求訴訟で「通常賃金の 150%

で算定した延長・休日勤労手当てしか支給していない」と判決した。休日・延長勤労に

は通常賃金の 200%を支給せよという趣旨。環境労働委員会の与野党幹事団が合意した

『休日・延長勤労手当て重複割り増し禁止』が色を失った。	

また光州で環境美化員が作業中に死亡	

＊光州環境公団の広域衛生埋立地で、家庭環境美化員の A(57)さんがホッパーに挟まれて

作業中に死亡した。16日にもゴミ回収車輌に轢かれて亡くなっている。	
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来年は韓国人建設労働者が１０万人不足する	

＊建設人的資源開発委員会によれば、来年の建設技能労働力の需要 160万 6129人に対し、

内国人力の供給が 150万 2335人にしかならない。労働者は 1年間平均 221.8日働き、

3469万ウォンを稼いだ。低熟練者ほど外国人労働者と競争をして、賃金が下落した。	

人権委「大使館前での一人デモ禁止は表現の自由の侵害」	

労働市民団体、『地獄鉄』９号線のスト支持宣言	

＊全国鉄道地下鉄労働組合協議会と民主労総、韓国進歩連帯などが「公共財産の地下鉄は

公営化が安全だ」。「今回のストの責任は、9号線の運営権を民間に渡したソウル市が

負わなければならない」と、公開的に支持を宣言した。	

	


